
2000年代以降、韓国経済の低成長傾向が明らかに
なっている。1991～97年のGDP成長率は平均7.9％と
高い水準を維持していたが、1997年の通貨危機とその
後の調整期を経て、2001～10年には4.4％、2011～16
年にはさらに2.9％まで低下している。成長率低下の
第一の要因は内需の沈滞である。通貨危機後の構造調
整において企業は負債の圧縮を余儀なくされ、以前の
ように借入れに依存して野心的な設備投資を行うこと
が難しくなった。また、構造調整の際に企業は大規模
な人員整理を行うとともに、新たに非正規労働者を雇
用して労働コストを圧縮しようとした。その結果、家
計所得は伸び悩み、個人消費は低迷した。さらに2010
年代に入ると高齢化の進展によって老後不安による消
費の萎縮が経済全体に影響を与えるようになった。特
に1955～63年生まれのベビーブーム世代が早くも引退
の時期を迎えていることがそのインパクトを大きなも
のにしている。

それでも2000年代までは輸出が拡大を続けて成長を
支えていた。しかし2010年代になると輸出も伸び悩む
ようになっている。これは世界経済の低迷によるとこ
ろが大きいが、それだけでなく韓国産業の競争力が以
前のような勢いを失ってしまった可能性がある。韓国
の多くの産業は先進国へのキャッチアップ段階を終了
しつつあり、さらなる成長のためには、自らイノベー
ションを主導していく必要がある。しかし、これまで
の成長があまりに急で技術的な蓄積が十分でないため、
それは決して容易なことではない。そうしている間に
中国の激しい追い上げに直面しているのが、多くの韓

国産業の現実である。
韓国経済の問題は低成長だけではない。通貨危機以

降、所得格差も拡大してしまっている。多くの先進国
のような資産保有者と賃金労働者のあいだの格差より
も、賃金労働者間での格差の拡大がより深刻である。
その要因の1つは、2000年代以降、輸出市場中心の大
企業と内需市場や下請け中心の中小企業の間で成長に
格差が生じ、それが働く労働者の賃金にも反映された
ことである。もう1つの要因は正規労働者に比べて賃
金水準の低い非正規労働者の増加である。

新たに誕生した文在寅政権は、低成長と格差の拡大
の問題を解決すべくドラスティックな政策を打ち出し
ている。公共セクターの雇用増を呼び水に正規労働者
を増やすとともに、最低賃金を大幅に引き上げる方針
である。これによって格差を縮小できるだけでない。
勤労者所得を増やして個人消費を活性化させ、設備投
資にまで波及させて内需中心の経済成長を実現するこ
とを目指している。大企業と中小企業の格差について
も、中小企業の成長を阻害するような大企業による経
済力の濫用を防止すべく、独占禁止法の適用を厳格化
するとともに、公正取引委員会の体制を強化するとし
ている。さらに新政権は生活保護の要件緩和や基礎年
金の給付額引き上げなどにより低所得層への福祉を手
厚くするとともに、超富裕層の所得税や超大企業の法
人税を引き上げる方針である。

進歩系政権らしく分配と公正を前面に押し出してい
るが、理念先行の危うさは否定できない。また公共セ
クターでの雇用拡大や低所得者向けの手厚い給付を行
うための財源は明確にしていない。勤労者所得の増大
を通じた景気浮揚策ははっきりしている一方で、長期
的な成長戦略ではまだ具体策を打ち出せていない。本
当に政策を実行できるのか、そして成果を上げられる
のか、その道程は険しくみえる。

（あべ　まこと／アジア経済研究所　東アジア研究グ
ループ）

文在寅政権の誕生と韓国経済社会の課題
今年5月の大統領選挙で文在寅が当選し、9年ぶりに進歩派政権が誕生した。新政権は経済社会分野では
雇用の改善と格差の解消を最重要課題に掲げているが、韓国経済は低成長が固着化しつつあり、解決は容
易ではない。本講座では韓国の低成長と格差拡大の要因について、特に貿易からみた産業競争力と非正規
労働者の動向から明らかにするとともに、新政権が打ち出している政策の概要と今後の課題を検討する。

韓国経済の構造的課題と
文在寅新政権の経済政策

安倍　誠
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●文在寅政権の対外経済政策
5月に発足した文在寅政権は9年ぶりに登場した進歩

的性向の政権である。文政権の経済政策には公共部門
での直接雇用拡大など弱者保護の考えが色濃く反映さ
れているが、対外経済政策への関心が高いようにはみ
えない。7月19日に発表された「国政運営5カ年計画」
に掲げられた100の課題のうち、対外経済政策に関連
が深いのは3つにとどまった。輸出振興はもっぱら中
小企業向けとされているほか、これまで積極的に展開
されてきたFTAも既存案件のオーバーホールが中心
となる。地域別戦略としては、安全保障と関連して難
しいかじ取りを迫られている米中両国との関係がまず
は焦点となっている。外交上の懸案が対外経済政策に
も影を落としている形だ。米国が貿易不均衡是正と関
連して要求している韓米FTAの見直しへの対処や、
THAAD配備を契機に中国が打ち出す事実上の対韓制
裁の撤回要請、そしてチャイナ・プラスワンなどが言
及されている。

●日韓経済関係はどうなる？
文政権の対外経済政策では米中優先の色彩が濃いが、

その政策を子細に検討すると日本とも意味ある経済交
流を目指しているようにみえる。日中韓FTAやRCEP
の推進はこれまで韓国が避けてきた対日FTAの受容
を意味する。また、7月25日に発表された「経済政策
方向」で日本はインド、ASEAN、ロシアとともに重
点経済協力国に指定された。

日韓両国が置かれた環境を考えると、互いの市場の
価値を再認識すべき時に来ている。韓国にとっては、
輸出増大のためのフロンティアがほぼ消えた現状で、
これまで大の苦手としてきた日本市場攻略に本腰を入
れる必要に迫られている。日本にとっても、対韓貿易
によって得られる年2～3兆円に上る貿易黒字はマクロ
経済的な見地からも無視しえない。日韓間のFTAは
韓国側の拒絶と日本側の無関心によって大きな進展を
みなかったが、今こそその推進に乗り出す好機ではな
いかと考える。

（おくだ　さとる／亜細亜大学アジア研究所教授）

●韓国の経済発展を支えた輸出とその変質
1960年代に当時の朴正煕大統領が外貨獲得と労働力

活用の観点で始めた輸出主導型の経済発展政策は大き
な成功をおさめ、その後も歴代政権によって維持され
てきた。だが、過去においては明確に観察された輸出
と生活水準の連動関係が近年ではあまり明確ではなく
なった。輸出増加に人々が寄せる期待はもはや大きく
ないのが実情である。

内需低迷をカバーしてきた輸出も近年では伸び悩ん
でいる。2015年と2016年には輸出が２年連続で減少す
るという異例の事態となった。2017年には年前半の輸
出実績が前年同期比で15.8％と高い伸びをみせたが、
これもそれまでの落ち込みを補った程度にすぎず、半
導体、石油製品、鉄鋼などの伝統的な定番商品のリバ
イバルという色彩が強い。韓国の輸出の増勢が本格化
したとみるのは早計であろう。

●貿易収支の要因分解からみた主要産業の競争力
韓国経済における輸出の役割が変わりつつあるなか、

主要産業の競争力はどのように推移しているのか。こ
こでは、各産業の貿易収支（通関輸出入の差）を輸出
入単価比（交易条件）により以下のような3要因に分
解して分析してみた。すなわち、非価格効果（技術要
因、ブランド要因など）、価格効果、絶対効果の3つで
ある。この要因分解の詳細は後日刊行される「低成長
時代を迎えた韓国の社会経済的課題」研究会成果を参
照されたい。

産業別、市場別など様々な分析が可能であるが、こ
こでは韓国の輸出の主力となる重化学工業についてみ
てみよう。直近では貿易黒字の内容が悪化しているよ
うにみえる。2016年には非価格効果が減少して貿易黒
字全体の減少を招いている。一方、価格効果による貿
易黒字は増加しており、全体としては韓国の重化学工
業製品が価格競争に巻き込まれつつあることがうかが
われる。

韓国産業の競争力と
新政権の通商政策

奥田　聡
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●非正規労働者は増加
韓国経済が抱える問題の1つが非正規労働者の増加で

ある。賃金労働者に占める非正規労働者の比率、すな
わち非正規比率は、非正規労働者数を把握できる統計
が初めて公表された2001年には26.8%であったが、2005
年には37.0%にまで高まった。2006年以降は同比率が緩
やかに低下したが、2016年でも32.8%と、賃金労働者の
おおよそ3分の1は非正規である。なお比率は低下して
いるものの人数は一貫して増加しており、2001年の364
万人から2016年には644万人となった。韓国で非正規労
働者が増加した理由は、労働市場が硬直していること、
企業を巡る経営環境が変化していることである。

●労働市場の硬直性
韓国の正規労働者に対する解雇規制はそれほど厳し

くない。しかし大企業を中心に労働組合が強く、実際
には正規労働者の解雇は難しい状況にある。また正規
労働者に対する賃上げ要求や賃金以外の成果給などの
要求も強く、相対的に労働コストは高まっている。ま
た、代替要員の雇い入れが禁止されており、ロックア
ウトも難しいことから、経営者側の労働組合のストラ
イキに対する対抗手段が制限されている。このような
事情もあり、正規労働者については雇用や賃金が硬直
している。

●企業を巡る労働環境の変化
韓国では1997年末に通貨危機を経験したが、それ以

前は、財閥は利益を高めるより規模を競って拡大する
傾向にあった。しかし危機に直面して以降、規模拡大
路線から利益重視路線に転換した。また、韓国は従前
より輸出の比重が高かったが、この傾向がさらに強ま
り世界経済の影響をより強く受けるようになった。世
界景気が拡大すれば生産は大きく拡大し、逆の場合は
大きく縮小するため、雇用調整の重要性が高まった。
また、汎用品を中心に中国企業などの追い上げが激し

韓国の非正規労働者の
動向と新政権の雇用政策

高安雄一

くなり、国際競争力を維持するためのコスト削減の重
要性も増した。

●正規と非正規間の格差
経営環境が変化するとともに、企業は雇用量や労働

コストの迅速な調整が必要となったが、その手段が正
規労働者を非正規労働者に置き換えることである。非
正規労働者は、契約が満了すれば雇用を終了させるこ
とができ、労働組合の保護外にあるため労働コストの
調整も容易である。このような理由で、韓国では非正
規労働者が増加し続けることとなった。

一方、非正規労働者は雇用が安定しないとともに賃
金水準も低い。2016年における時間あたりの賃金をみ
ると、非正規労働者のなかでは最も賃金水準の高い有
期雇用労働者でも正規労働者の7割弱にとどまってい
る。また、正規労働者の85%がボーナスを受け取って
いる一方で、有期契約労働者は半分程度にとどまって
いる。非正規労働者は正規労働者と比較して、雇用の
安定のみならず賃金やそのほかの条件が大きく劣って
おり、非正規労働者の増加は格差を拡大させることと
なった。

●文在寅政権の雇用政策
文在寅大統領は、7月に公表した「国政運営5カ年計

画」に、非正規労働者に関連する施策を盛り込んだ。
具体的には、⑴常時・持続的な業務、生命や安全に関
連する業務に非正規労働者を従事させることを禁止す
る、⑵2020年に最低賃金を1万ウォンにすることで非
正規労働者などの賃金底上げを図る、などの施策が挙
げられている。

しかし、韓国で非正規労働者が増加した理由は、労
働市場の硬直性にある。よって非正規労働者が従事で
きる業務範囲を狭めても、非正規労働者が正規労働者
で代替されるわけではない。企業が省力化を進めるか、
海外に生産拠点を増やすことで、全体の雇用が減少す
る可能性は高い。また、労働生産性の向上に見合わな
い最低賃金の引上げは国際競争力を削いでしまう。

非正規労働者を減少させ、また格差を縮小させるた
めには、労働市場の硬直性にメスを入れ、正規労働者
の待遇を引き下げる必要があるが、現在のところはそ
のような政策が講じられる気配がない。

（たかやす　ゆういち／大東文化大学経済学部教授）

文在寅政権の誕生と韓国経済社会の課題
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